
不在区分所有者を抱えるマンションにおいて区分所有者・居住者に関する規定の整備や財産管理人制度の活
用に取り組んだ事例

課題 取組 成果

管理組合の実態なし
・管理組合の実態がなく、管理規約も

未制定のまま一部有志による自主
管理が続けられていた

・平成28年度に県から派遣されたマン
ション管理士による組合設立・規約
制定の支援を行うも、実質的な管理
の担い手は現理事長のみ

・B1：「不在区分所有者調査マニュアル」

・B2：「組合員（区分所有者）届」

水平展開
可能な資料

空き住戸・不在区分所有者の発生
・本事業開始時は全24戸のうち８戸の

空き家が発生し、７戸は所在のわか
らない区分所有者となっていた

・専有部分の管理は放棄されており、
共用部分の管理も困難に

管理費の管理
・管理費・修繕積立金は分別管理が行

われておらず、滞納も発生
・管理組合としての収支に関する正確

な状況は不明

区分所有者・居住者に関する規定・届出様式の整備
・全戸に対し区分所有者届の再提出を要請
・根拠規定の無かった居住者届に関しては臨時総会を

開催し、管理規約細則にて取り決めを行った

管理費等収支の適正化
・平成28年度からの取組を継続し、管理費・修繕積立

金の滞納及び過払いを清算
・口座引き落とし手続きの推進

不在区分所有者の氏名・住所等を調査
・登記簿や住民票（除票）等の確認により不在区分所

有者の連絡先を調査
・不在者財産管理人及び相続財産管理人の選任手続

きの推進

マニュアルの作成
・不在区分所有者の調査方法、不在者財産管理人制

度・相続財産管理人制度に関する情報を取りまとめ
たマニュアルを作成

日常管理の適正化・将来の合意形成リ
スクの軽減
・区分所有者・居住者届の整備により、

日常管理に係る通知を行う環境が整
備された

・管理費収支の適正化が進んだ

不在区分所有者に関する情報取得
・不在区分所有者７名のうち、４名の区

分所有者の氏名・住所等の手掛かり
が判明した

・区分所有者の死亡、相続人の不在が
確認された１戸では、相続財産管理
人選任手続きへの移行を検討

・未判明の３名は、不在者財産管理人
の申し立て手続きを継続中

不在区分所有者調査マニュアルの作成
・これまで体系的にまとめられたものの

なかった、不在区分所有者住戸への
対応方法についてマニュアルを作成
したことにより、他事例への水平展開
を可能とした

【エリア】埼玉県 【竣工年（築年数）】昭和45年（築47年） 【階層】３階建

【総戸数】24戸 【単棟型or 団地型】単棟型 【大規模修繕実施回数】１回

【役員数】１人 【自主管理 or 委託】自主管理 【在外区分所有者の割合】75％

Bマンション 補助事業実施主体：一般社団法人日本マンション管理士会連合会


